
〇AV
(12) 特許協力条約に基づいて公開 された国際出願

(19) 世界知的所有権機関

(10) 国際公開番号
(43) 国際公開 曰

2012 年 1 月 12 日（12.01.2012) W O 2012/005117 A 1PCT

(51) 国際特許分類： 区神 田神保 町 3 — 6 — 1 8 株 式会社 ェイ エ
F16C 29/04 (2006.01) H02K 41/02 (2006.01) ス ケ ィ 内 Tokyo (JP). 遠 誠 （E O , Makoto)

[JP/JP]; T 3850021 長 野 県佐 久巿 長 土 呂 8 0 3
(21) 国際出願番号： PCT/JP20 11/064404 株式会社エイエスケィ内 Nagano (JP).

(22) 国際出願 日： 201 1 年 6 月 2 3 曰（23.06.201 1)
(74) 代理 人 ：河野 登 夫（KOHNO, Takao); 〒 5400035

(25) 国際出願の言語： 日本語 大 阪府 大 阪市 中 央 区釣 鐘 町 二 丁 目 4 番 3 号
河野特許事務所 Osaka (JP).

(26) 国際公開の言語： 日本語
(81) 指定国 （表示のない限 り、全ての種類の国内保

(30) 優先権デー タ： 護 が 可肯 ) : AE, AG, AL, AM, AO, AT, AU, AZ, BA,
特願 2010-156063 2010 年 7 月 8 曰（08.07.2010) JP BB, BG, BH, BR, BW, BY, BZ, CA, CH, CL, CN, CO,

(71) 出願 人 （米国 を除 く全ての指定国について）：日 CR, CU, CZ, DE, DK, DM, DO, DZ, EC, EE, EG, ES, FI,

立 金 属 株 式 会 社 GB, GD, GE, GH, GM, GT, HN, HR, HU, ID, IL, IN, IS,(HITACHI METALS, LTD.)
JP, KE, KG, KM, KN, KP, KR, KZ, LA, LC, LK, LR,[JP/JP]; 〒 1058614 東京都港 区芝浦一丁 目 2 番 1

号 LS, LT, LU, LY, MA, MD, ME, MG, MK, MN, MW,
Tokyo (W). 株式会社 エイエスケィ（ASK Limit

MX, MY, MZ, NA, NG, NI, NO, NZ, OM, PE, PG, PH,
ed) [JP/JP]; 〒 101005 1 東京都千代 田区神 田神保町

PL, PT, RO, RS, RU, SC, SD, SE, SG, SK, SL, SM, ST,3 - 6 - 8 Tokyo (JP).
SV, SY, TH, TJ, TM, TN, TR, TT, TZ, UA, UG, US, UZ,

(72) 発明者；および VC, VN, ZA, ZM, ZW.

(75) 発明者 /出願 人 （米国についてのみ )：武富 正喜
(84) 指定国 （表示のない限 り、全ての種類の広域保

(TAKEDOMI, Seiki) [JP/JP]; 〒3702 115 群 馬県咼崎 護 が 可肯^: ARIPO (BW, GH, GM, KE, LR, LS, MW,巿吉井 町 多比 良 2 9 7 7 N E O M A X ェ ン
MZ, NA, SD, SL, SZ, TZ, UG, ZM, ZW), ユー ラシアジニァ リング株 式会社 内 Gunma P) . 赤嶺 功
(AM, AZ, BY, KG, KZ, MD, RU, TJ, TM), ョ一 ロッパ

(AKAMINE, Isao) [JP/JP]; 〒 101005 1 東京者千ィ弋田

[続葉有]

(54) Title: GUIDE MECHANISM AND LINEAR MOTOR

(54) 発明の名称 ：案内機構及び リニァモー タ

[図4 ]

5 3 0 3 0

10 b 0 b

(57) ADStract: A guide mecnanism and a linear motor whicn are compact. u i d e members (4, 5 ) for guiding a mover (2) in the d i
rection o f movement thereof are provided t o a stator (1) so as to respectively face guide bars (21, 22) which are provided t o the
side surfaces o f the mover ( 2 extending i n the longitudinal direction thereof. One end o f a shaft section (40, 50) o f the guide
member (4, 5 ) i s provided with two support rings (41, 42; 51, 52) fitted thereto at a spacing in such a manner that the two support
rings (41, 42; 〕1, 52) face each other i n the direction o f the axis o f the shaft section (40, 50) and can rotate individually. The sup
port rings (41, 42; 5 1, 52) support, at tapered support surfaces thereof located at ends o f opposing surfaces thereof, a side surface
o f the guide bar (21, 22), the side surface extending i n the longitudinal direction o f the guide bar (21, 22). The guide member (5)
i s provided, at one end o f the shaft section (50) thereof, with an eccentric shaft section (53) extending in the axial direction and
eccentric t o the axis o f the shaft section (50). The guide member (5) i s affixed to the stator (1) b y a nut (3) engaged with a screw
thread section o f the eccentric shaft section (53) with a flat washer (3a) provided therebetween, the flat washer (3a) being loosely
fitted on the screw thread section.

(57) 要約 :
続葉有]



(AL, AT, BE, BG, CH, CY, CZ, DE, DK, EE, ES, FI, FR, 添付公開書類：
GB, GR, HR, HU, IE, IS, ΓΓ , LT, LU, LV, MC, MK, MT,

一NL, NO, PL, PT, RO, RS, SE, SI, SK, SM, TR), OAPI 国際調査報告 （条約第 2 1条(3))

(BF, BJ, CF, CG, CI, CM, GA, GN, GQ, GW, ML, MR,
NE, SN, TD, TG).

本発明は、サイズを小さくすることが可能な案内機構及びリニアモータを提供する。 可動子 2 を移動
方向に案内する案内部材 4 、 5 が、可動子 2 の長手方向の側面に設けられた案内棒 2 1 、 2 2 夫々に向
かって固定子 1 に設けてある。案内部材 4 、 5 夫々の軸部 4 0 、 5 0 の一端には、個別に回転 自在に離
隔揷嵌 してあ り、軸部 4 0 、 5 0 の軸方向へ向かい合 う2 つの支持輪 4 1 、 4 2 と、 2 つの支持輪 5
1 、 5 2 とを備える。支持輪 4 1 、 4 2 及び支持輪 5 1 、 5 2 夫々は、向かい合 う面の端部に設けられ
たテ一パ状の支持面により、案内棒 2 1 、 2 2 の長手方向の側面を支持する。案内部材 5 には、軸部 5
0 の一端に軸方向に延び、軸部 5 0 の軸に対 して偏心 した偏心軸部 5 3 が設けられている。案内部材 5
は、偏心軸部 5 3 に設けられたネジ部に遊嵌する平座金 3 a を介 してネジ部に螺合するナツ ト3 によ
リ、固定子 1 に固定される。



明 細 書

発明の名称 ：案内機構及び リニアモータ

技術分野

[0001 ] 本発明は、小さ くすることが可能 となる案内機構及び リニアモータに関す

る。

背景技術

[0002] 近年、磁性体及びコイルか らなる固定子 と、長尺板上に磁石列が配置され

てな り、当該固定子に移動 自在 に取 り付けられた可動子 とか らなる リニアモ

—夕が提案されている。 このような リニアモータには、固定子に対 して可動

子を磁気的中立位置に保持 して移動方向に案内する案内機構が設けられるこ

とがある。固定子に対 して略直線状 に移動する可動子を案内するために、可

動子の側面に設けられ、可動子の移動方向に延びるガイ ドシャフ ト （案内棒

) を支持する鼓型 ローラ （支持輪）を設けた案内機構が使われることがある

(例えば、特許文献 1 及び特許文献 2 参照）。

[0003] 鼓型 ローラは、 ローラ面 と棒部材の支持面 との間に生 じる差動すべ りによ

り、大 きな差動磨耗が発生することがある。 また、鼓型 ローラの差動磨耗 を

減少させるベ く、鼓型 ローラのローラ面 とガイ ドシャフ 卜との接触点を多 く

した場合、各接触点における圧力が不均一 とな り、接触磨耗が顕著 に現れる

ことがある。特許文献 3 には、異なる軸部 を有 し、個別に回転可能な 2 つの

平 ローラでガイ ドシャフ 卜を支持する案内機構が開示されている。

先行技術文献

特許文献

[0004] 特許文献 1 ：国際公開第 2 0 0 7 — 1 6 5 0 7 号

特許文献2 ：特開昭 6 2 — 1 7 4 2 3 号公報

特許文献3 ：特開平 4 _ 9 0 7 2 号公報

発明の開示

発明が解決 しょうとする課題



[0005] しかしながら、従来技術では、接触磨耗を少なくすることが可能であるも

のの、異なる軸部を有する 2 つの平ローラを備えることにより、案内機構が

大きくなるという問題があつた。

[0006] 本願は、斯かる事情に鑑みてなされたものである。その目的は、軸部に離

隔揷嵌 してあり、個別に回転可能な 2 つの支持輪を備えることにより、小さ

くすることが可能となる案内機構及びリニアモータを提供することにある。

課題を解決するための手段
[0007] 本願に開示する案内機構は、固定部に対 して矩形板状の可動部を長手方向

に案内する案内機構において、前記可動部の長手方向に対 して略平行に延び

るよう前記可動部の長手方向の側面に設けてあり、前記長手方向と略垂直な

断面が前記側面側から前記可動部の幅方向へ狭まる 2 つの案内棒と、前記固

定部に設けられ、前記案内棒夫々を支持する 2 つの支持部群とを備え、該支

持部群の支持部夫々は、前記可動部の板面に対 して略垂直をなすよう前記案

内棒側へ前記固定部に設けてある軸部と、個別に回転可能に前記軸部へ離隔

揷嵌 してあり、前記案内棒を支持する 2 つの支持輪とを備える。

[0008] 本願にあっては、可動部の両側面に可動部の移動方向に対 して互いに略平

行に延びる一対の案内棒が設けられる。固定部には、同一軸上に離間した 2

つの支持輪が、軸部が可動部に対 して略垂直となるよう各案内棒に向かって

突設されている。案内棒は、長手方向の側面が可動部の幅方向に狭まりなが

ら突出し、突出面が 2 つの支持輪により支持される。可動部が移動する場合

、案内棒を支持する 2 つの支持輪夫々が個別に回転 して、可動部を案内する

[0009] 本願に開示する案内機構は、一方の支持部群の支持部夫々は、該支持部の

軸部の一端に設けられた偏心軸部と、該偏心軸部の先端側に設けられたネジ

部とを備え、前記固定部は、前記偏心軸部が貫通 して前記ネジ部が突出する

貫通部を備え、該支持部は、前記貫通部から突出する前記ネジ部にナツ卜が

螺合 して固定してあることを特徴とする。

[001 0] 本願にあっては、可動部の両側面夫々に設けられた案内棒を支持する 2 つ



の支持部群のうち、一方の支持部群の支持部夫々に、取付位置を調整する調

整機構が設けられている。調整機構は、支持部の軸部の一端に設けられた偏

心軸部と、該偏心軸部の先端側に設けられたネジ部とからなる。調整機構を

有する支持部は、固定部に設けられた貫通部を偏心軸部が貫通 してネジ部が

突出 し、当該ネジ部にナッ トが螺合され固定部に固定される。螺合 したナツ

卜と共に偏心軸部を回転させることにより、支持部の取付位置を可動部の幅

方向に移動させ、取付位置が調整される。

[001 1] 本願に開示する案内機構は、前記 2 つの支持輪は、対向する側面に前記案

内棒の側面を支持する支持面を備えることを特徴とする。

[001 2] 本願にあっては、 2 つの支持輪夫々の対向する側面が、可動部の幅方向に

狭まりながら突出する案内棒の側面の突出面を支持する。

[001 3] 本願に開示する案内機構は、前記案内棒は、円柱であることを特徴とする

[0014] 本願にあっては、可動部の両側面に円柱状の案内棒が設けられ、案内棒の

円弧状断面を有する側面の突出面が支持輪により支持される。

[001 5] 本願に開示するリニアモータは、固定子に対 して矩形板状の可動子が長手

方向に移動するリニァモータにおいて、前記可動子の長手方向に対 して略平

行に延びるよう前記可動子の長手方向の側面に設けてあり、前記長手方向と

略垂直な断面が前記側面側から前記可動子の幅方向へ狭まる 2 つの案内棒と

、前記固定子に設けられ、前記案内棒夫々を支持する 2 つの支持部群とを備

え、該支持部群の支持部夫々は、前記可動子の板面に対 して略垂直をなすよ

う前記案内棒側へ前記固定子に設けてある軸部と、個別に回転可能に前記軸

部へ離隔揷嵌 してあり、前記案内棒を支持する 2 つの支持輪とを備える。

[001 6] 本願にあっては、 リニアモータの可動子の両側面に、可動子の移動方向に

対 して互いに略平行に延びる一対の案内棒が設けられる。固定子には、同一

軸上に離間 した 2 つの支持輪が、軸部が可動子に対 して略垂直となるよう各

案内棒に向かって突設されている。案内棒は、長手方向の側面が可動子の幅

方向に狭まりながら突出 し、突出面が 2 つの支持輪により支持される。可動



子が移動する場合、案内棒 を支持する 2 つの支持輪夫々が個別 に回転 して、

可動子を案内する。

発明の効果

[001 7] 当該装置の一観点によれば、軸部 に離隔揷嵌 してあ り、個別 に回転可能な

つの支持輪 を備 えることによ り、小さ くすることが可能 となる。

図面の簡単な説明

[001 8] [ 図 1] リニァモータの例 を示す模式的上面図である。

[ 図2 ] リニァモータの例 を示す模式的側面図である。

[ 図3] 図 2 のΠ Ι - Π Ι線 における模式的断面図である。

[ 図4] 図 2 の I V - I V線 における模式的断面図である。

[ 図 5 ] 案内部材 を示す模式的構造断面図である。

[ 図 6 ] 案内部材 を示す模式的構造断面図である。

[ 図7A] 案 内棒の製造方法及び取付 け方法 を説明するための説明図である。

[ 図7B] 案 内棒の製造方法及び取付 け方法 を説明するための説明図である。

[ 図7C] 案 内棒の製造方法及び取付 け方法 を説明するための説明図である。

[ 図7D] 案 内棒の製造方法及び取付 け方法 を説明するための説明図である。

[ 図7E] 案 内棒の製造方法及び取付 け方法 を説明するための説明図である。

[ 図8A] 案 内棒の他の形状例 を説明するための説明図である。

[ 図8B] 案 内棒の他の形状例 を説明するための説明図である。

[ 図9] リニァモータの他の例 を示す模式的断面図である。

[ 図 10] リニァモータの他の例 を示す模式的断面図である。

発明を実施するための形態

実施の形態

[001 9] 実施 の形態 1

以下、実施の形態 を図面 を参照 して具体的に説明する。本願 に係 る案内機

構 は、例 えば リニアモータに内蔵 され、 リニアモータの可動子を移動方向に

案内する。 また、例 えばデ ィスク装置の光 ピックアップの移動機構 に内蔵 さ



れ、光 ピックアップを移動方向に案内する。本願 に係 る リニアモータは、例

えば、載置された物体を直線状 に移動させる駆動ステージに内蔵され、ステ

—ジを移動させる駆動源 と して用い られる。本実施の形態では、案内機構 を

内蔵する リニアモータを例 に挙げて説明する。

[0020] 図 1 及び図 2 は、 リニァモータの例 を示す模式的上面図及び模式的側面図

である。 リニアモータは、筒状の固定子 1 及び当該固定子 1 に揷通する可動

子 2 を含む。可動子 2 は、長尺平板の磁石板 2 0 と、当該磁石板 2 0 の幅方

向の側面夫々に設けられ、当該磁石板 2 0 の長手方向に延び、互いに略平行

となる案内棒 2 1 、 2 2 を含む。案内棒 2 1 、 2 2 夫々は、長手方向に離隔

配置された複数のネジ 2 3 により、磁石板 2 0 の長手方向の側面に固定され

ている。磁石板 2 0 には、幅方向の略中央に N極及び S 極が固定子 1 の長手

方向に交互に並ぶ よう複数の永久磁石 2 0 a 、 2 0 a 、 を配列させた磁石

列を備える。永久磁石 2 0 a 、 2 0 a 、 は、例えば N d _ F e _ B 系希土

類磁石を用いるとよい。

[0021 ] また、永久磁石 2 0 a 、 2 0 a 、 は、例えば特許第 4 2 4 1 9 0 0 号又

は特許第 2 8 5 9 5 7 号 に開示された製造方法で製造された希土類磁石を

用いてもよい。特 に特許第 4 2 4 9 0 0 号 に開示された製造方法で製造さ

れた永久磁石は、高い飽和磁束密度及び保持力を有 してお り、本願 に係 る有

鉄心 タイプの リニアモータに適 している。可動子 2 の磁石板 2 0 は、非磁性

体が好ま しく、例えば S U S 3 0 3 、 アル ミニウム及びセラミック等か ら形

成するとよい。可動子 2 は、固定子 1 及び磁石板 2 0 の磁石列が発生する磁

場間の相互作用により、固定子 1 の筒軸方向に沿 って移動する。

[0022] 固定子 1 は、 リニアモータの U相、 V 相及びW相 に各対応する 3 つの固定

子ュニ ッ 卜1 1 が非磁性体のスぺ一サ 1 0 を介 して連結 してなる。スぺ一サ

1 0 の底面には、案内棒 2 1 、 2 2 に向けて開口する 2 つの開口部 1 0 b 、

O b を有する。スぺ一サ 1 0 には、後述の支持部 と しての案内部材 4 (図

4 参照）が、外側か ら一方の開口部 1 O b を通過 して、磁石板 2 0 の板面に

対 して略垂直となるよう案内棒 2 1 に向かって突設 してある。 また、スぺ一



サ 1 0 には、支持部としての案内部材 5 が、外側から他方の開口部 1 O b を

通過 して、磁石板 2 0 の板面に対 して略垂直となるよう案内棒 2 2 に向かつ

て突設 してある。スぺ一サ 1 0 の上面には、略中央に位置する貫通部 5 3 0

、 5 3 0 を貫通 して案内部材 4 、 5 夫々が突出する凹部 1 0 a 、 1 0 a を備

える。

[0023] 案内部材 4 、 5 夫々は、凹部 1 0 a に突出した一端に設けられたネジ部に

ナット3 が螺合することにより、スぺ一サ 1 0 に固定されている。案内棒 2

1、 2 2 夫々は、各スぺ一サ 1 0 に配置された案内部材 4 、 5 により、幅方

向外側が案内支持され、可動子 2 は、磁気的中立位置に位置するよう案内さ

れる。ここで、磁気的中立位置とは、空隙間の永久磁石 2 0 a 、 2 0 a 、

夫々の上面の磁極及び下面の磁極が固定子 1 との間で生 じる吸引力が略同一

となる位置である。磁気的中立位置にある可動子 2 には、吸引力差による曲

げ応力が発生 しない。スぺ一サ 1 0 の両側面夫々には、案内部材 4 、 5 夫々

に向けて開口する開口部 1 0 c が設けられている。

[0024] 図 3 は、図 2 のΠ Ι - Π Ι線における模式的断面図である。固定子ユニット1

1 は、磁性体からなり、可動子 2 の揷通方向に延びるH字状断面の貫通孔を

有する。固定子ユニット1 1 の貫通孔は、磁石板 2 0 の永久磁石 2 0 a 、 2

0 a 、 が設けられた幅方向略中央部が揷通する空隙を有する。固定子ュニ

ッ卜1 1 は、磁石板 2 0 の幅方向略中央部の上面及び下面夫々に対面するコ

ィル 1 1 a 、 1 1 b を備える。固定子ュニッ卜1 1、固定子ュニッ卜1 1 の

貫通孔の空隙及びコイル 1 1 a 、 1 1 b は、磁気回路を形成する。

[0025] コイル 1 1 a 、 1 1 b は、通電された場合、磁石板 2 0 に対 して略垂直に

交差する磁場を発生する。磁気的中立位置は、一般にコイル 1 1 a 、 1 1 b

の対面方向の中央に位置する。この場合、磁石板 2 0 は、コイル 1 1 a 、

1 b の対面方向の中央に位置することが好適であるが、これに限るものでは

ない。磁石板 2 0 は、例えば磁気的中立位置となるコイル 1 1 a 、 1 1 b の

対面方向の中央から磁石板 2 0 の板面に略垂直方向へ± 0 . 1 m m以内に位

置 していればよい。



[0026] 図 4 は、図 2 のI V - I V線における模式的断面図である。スぺ一サ 1 0 は、

筒軸方向が固定子 1 の筒軸方向と略一致する筒状部材であり、磁石板 2 0 が

揷通する。案内部材 4 は、案内棒 2 1 の軸方向に交差する軸部 4 0 と、当該

軸部 4 0 の一端に個別に回転自在に離隔揷嵌 してあり、軸部 4 0 の軸方向へ

向かい合う一対の支持輪 4 1、 4 2 とを含む。支持輪 4 1、 4 2 は、向かい

合う面の端部に設けられたテ一パ状の支持面により、案内棒 2 の長手方向

の側面を支持する。案内部材 4 は、軸部 4 0 の他端のネジ部に平座金 3 a を

介 してナツ卜3 が螺合 し、スぺ一サ 1 0 に固定されている。

[0027] 案内部材 5 は、案内棒 2 2 の軸方向に交差する軸部 5 0 と、当該軸部 5 0

の一端に個別に回転自在に離隔揷嵌 してあり、軸部 5 0 の軸方向に向かい合

う一対の支持輪 5 1、 5 2 とを含む。支持輪 5 1、 5 2 は、向かい合う面の

端部に設けられたテ一パ状の支持面により、案内棒 2 2 の長手方向の側面を

支持する。案内部材 5 には、軸部 5 0 の一端に軸部 5 0 の軸方向に延び、軸

部 5 0 の軸に対 して偏心 した偏心軸部 5 3 が設けられている。案内部材 5 は

、偏心軸部 5 3 に設けられたネジ部に遊嵌する平座金 3 a を介 して、ネジ部

に螺合するナツ卜3 によりスぺ一サ 1 0 に固定されている。偏心軸部 5 3 の

ネジ部に螺合 したナット3 を回転させた場合、偏心軸部 5 3 が回転 し、軸部

5 0 が磁石板 2 0 の幅方向に変位する。これにより、案内部材 5 の取付位置

を磁石板 2 0 の幅方向に調整することが可能となる。

[0028] 図 5 は、案内部材 4 を示す模式的構造断面図である。図中 2 点鎖線は、案

内部材 4 により支持される案内棒 2 1 を示す。軸部 4 0 は、支持輪 4 1、 4

2 の回転軸であり、一端に嵌め込まれた支持輪 4 2 を回転自在に挟持する支

持壁を有する。また、軸部 4 0 は、支持輪 4 2 から間隙を有 して嵌め込まれ

た支持輪 4 を挟持する支持壁を有する。軸部 4 0 の他端には、ナツ卜3 が

螺合するネジ溝 4 0 a を備える。また、軸部 4 0 には、支持輪 4 1、 4 2 間

を離隔させるための円筒部 4 0 a が嵌め込まれている。支持輪 4 1、 4 2 夫

々の内周面及び軸部 4 0 の外周面間には、鋼球 4 1 b 、 4 2 b が介揷されて

おり、支持輪 4 1、 4 2 夫々は個別に回転可能にしてある。支持輪 4 1、 4



2 夫々の向かい合 う側面の端部 に設けられたテ一パ状の支持面 4 1 a 、 4 2

a は、案内棒 2 の側面を支持する。

[0029] ここで、支持輪 4 1 、 4 2 の対向する側面の中央に位置する軸部 4 0 の中

心軸上の点 P と、支持面 4 1 a 、 4 2 a 夫々の接線 とがなす角度 を接触角

度 a とする。接触角度 a は、案内棒 2 1 の半径、支持輪 4 1 、 4 2 の半

径及び支持輪 4 1 、 4 2 間の距離等に応 じて、接線方向の略中央が案内棒 2

1 の側面 と接するよう予め決定される。そ して、決定 した接触角度 e a を有

するよう支持面 4 1 a 、 4 2 a を、支持輪 4 1 、 4 2 夫々に形成するとよい

。 これにより、支持面 4 1 a 、 4 2 a と、案内棒 2 の側面 との摺動すべ り

を抑制 し、摺動磨耗 を低減することが可能 となる。接触角度 e a は、例えば

6 7 ° ~ 7 0 ° とするとよい。

[0030] 図 6 は、案内部材 5 を示す模式的構造断面図である。図中 2 点鎖線は、案

内部材 5 により支持される案内棒 2 2 を示す。軸部 5 0 は、支持輪 5 1 、 5

2 の回転軸であ り、一端 に嵌め込 まれた支持輪 5 2 を回転 自在 に挟持する支

持壁を有する。 また、軸部 5 0 は、支持輪 5 1 か ら間隙を有 して嵌め込 まれ

た支持輪 5 2 を挟持する支持壁を有する。軸部 5 0 の他端 には、軸部 5 0 の

中心軸 L 5 0 に対 して ∆ X 偏心 した中心軸 L 5 3 を有する偏心軸部 5 3 が設

けられている。偏心軸部 5 3 の先端側 には、ナ ッ ト3 が螺合するネジ溝 5 3

a が設けられている。 また、軸部 5 0 には、支持輪 5 1 、 5 2 間を離隔させ

るための円筒部 5 0 a が嵌め込 まれている。支持輪 5 1 、 5 2 夫々の内周面

及び軸部 5 0 の外周面間には、鋼球 5 1 b 及び 5 2 b が介揷 されてお り、支

持輪 5 1 、 5 2 夫々は個別に回転可能に してある。支持輪 5 1 、 5 2 夫々の

向かい合 う側面の端部 に設けられたテ一パ状の支持面 5 1 a 、 5 2 a は、案

内棒 2 2 の側面を支持する。

[0031 ] ここで、支持輪 5 1 、 5 2 の対向する側面の中央に位置する軸部 5 0 の中

心軸上の点 P 2 と、支持面 5 1 a 、 5 2 a 夫々の接線 とがなす角度 を接触角

度 b とする。接触角度 b は、案内棒 2 2 の半径、支持輪 5 1 、 5 2 の半

径及び支持輪 5 1 、 5 2 間の距離等に応 じて、接線方向の略中央が案内棒 2



2 の側面と接するよう予め決定される。そして、決定 した接触角度 b を有

するよう支持面 5 1 a 、 5 2 a を、支持輪 5 1、 5 2 夫々に形成するとよい

。これにより、支持面 5 1 a 、 5 2 a と、案内棒 2 2 の側面との摺動すべり

を抑制 し、摺動磨耗を低減することが可能となる。接触角度 b は、例えば

6 7 ° ~ 7 0 ° とするとよい。

[0032] 図 7 A ~ E は、案内棒 2 の製造方法及び取付け方法を説明するための説

明図である。図 7 A 〜図 7 E 夫々は、案内棒 2 の製造及び取付けにおける

各工程を示す。図 7 A に示す如く鉄製の円柱 2 1 0 の表面に、浸炭焼入れ又

は高周波焼入れにより、硬化層 2 0 a が形成される。硬化層 2 1 O a の厚

さ、すなわち焼入れ深さは、例えば0 . 4 ~ 0 . 5 m mである。また、硬化層

0 a の硬度は、例えばH R C 5 0 6 0 である。次に焼入れが施された

円柱 2 0 の長手方向の側面が切削されて、円柱 2 0 の軸方向に延び、硬

化層 2 1 0 a を有 しない切削面 2 1 1 が形成される （図 7 B参照）。

[0033] 切削面 2 に対 して略垂直に切削面 2 の反対側から貫通孔 2 2 が

、 ドリル及びエン ドミル等の工具を用いて円柱 2 1 0 の長手方向の側面に穿

たれる （図 7 C参照）。図 7 C 中の白抜矢印は、貫通孔 2 2 を穿つ方向を

示す。貫通孔 2 2 を穿つ工具は、切削面 2 から突出する場合、切削面

に硬化層 2 0 a がないため、工具の先端にチッビングが発生する虞

を低減することが可能となる。また、切削面 2 には硬化層 2 O a がな

いため、工具の貫通出口となる切削面 2 の貫通孔 2 2 の開口部周辺に

生 じる力エリを容易に除去することが可能となる。

[0034] 次に貫通孔 2 1 2 よりも径の長い側面開口部 2 3 がェン ドミル等の工具

を用いて形成される （図 7 D参照）。以上により、案内棒 2 が円柱 2 0

から製造される。案内棒 2 は、側面開口部 2 3 及び貫通孔 2 2 に差 し

込まれたネジ 2 3 が磁石板 2 0 に設けられたネジ孔 2 0 b に螺合することに

より、磁石板 2 0 の側面に取り付けられる （図 7 E参照）。また、案内棒 2

2 も同様に鉄製の円柱から製造され、磁石板 2 0 の側面に取り付けられる。

[0035] 図 8 A 及び B は、案内棒 2 1 の他の形状例を説明するための説明図である



。図8 A 及び図 8 B夫々は、案内棒 2 の異なる他の形状例を、支持輪4

、 4 2 及び軸部 4 0 と共に示す。案内棒 2 1、 2 2 は、円状の断面を有する

円柱である場合を示 したが、これに限るものではない。案内棒 2 1、 2 2 は

、可動子 2 の幅方向に延びる線に対 して対称形状であり、かつ可動子 2 の幅

方向に窄まる長手方向に略垂直な断面を有 していればよい。図8 A に示す例

では、案内棒 2 1 は、可動子 2 の幅方向に窄まる8 角形の断面を有する。図

8 B に示す例では、案内棒 2 1 は、可動子 2 の幅方向に2 次曲線状に狭まる

断面 ≥有する。

[0036] 本実施の形態では、可動子が筒状の固定子に揷通 してあるリニアモータを

例に挙げて説明したが、これに限るものではない。可動子に設けられた案内

棒を固定子に設けられた案内部材が支持することにより、可動子が固定子に

取り付けられたリニァモータであってもよい。このようなリニァモータの例

を次に説明する。

[0037] 図 9 は、 リニアモータの他の例を示す模式的断面図である。 リニアモータ

は、板状の固定子 6 と、固定子 6 に移動自在に取り付けられており略U字状

断面を有する可動子 7 とからなる。可動子 7 は、矩形状の底面を有 し、両側

面外側には、当該底面の長手方向に延びる案内棒 7 1、 7 2 が設けられてい

る。固定子 6 は、案内棒 7 1 が延びる方向に沿って配された複数の凹部 6 0

a と、案内棒 7 2 が延びる方向に沿って配された複数の凹部 6 0 b とを上面

に備える。各凹部 6 0 a 及び各凹部 6 0 b 夫々は、底面の略中央に案内棒 7

1、 7 2 に向かって貫通する貫通部 5 3 0 、 5 3 0 を有する。固定子 6 の下

面には、各凹部 6 0 a 及び各凹部 6 0 b の貫通部 5 3 0 、 5 3 0 を貫通 し、

案内棒 7 1、 7 2 夫々に向かって略垂直に案内部材4 、 5 が突設 してある。

[0038] 固定子 6 の下面から突設する案内部材4 、 5 により、案内棒 7 1、 7 2 が

案内支持される。可動子 7 の底面内側には、略U字断面を有 し、両側面が底

面に対 して略平行に配置 してあるヨーク7 3 が設けられている。また、固定

子 6 の下面には、略 L 字状断面を有 し、固定子 6 の移動方向に延びるコイル

部 6 0 を備える。コイル部 6 0 は、複数のコイルが固定子 6 の長手方向に配



設された矩形板状のコイル板 と、当該 コイル板の長手方向の一端 に略垂直に

設けられた支持板 とを含む。固定子 6 のコイル板は、固定子 6 の下面に略平

行であ り、 コイルに通電された場合、 コイル板の板面に略垂直に交差する磁

場を発生する。

[0039] コイル部 6 0 は、支持板が固定子 6 の下面に取 り付けられて、固定子 6 の

下面に固定されている。 また、 コイル部 6 0 のコイル板は、 ヨーク 7 3 の両

側面間の略中央にヨークの両側面 と略平行になるよう配置される。 ヨーク 7

3 は、両側面内側 にヨーク 7 3 の長手方向に配列された複数の永久磁石か ら

なる磁石列 7 3 a 、 7 3 b を備える。磁石列 7 3 a 、 7 3 b は、 コイル部 6

0 のコイル板の上面及び下面夫々に空隙を有 して対面する。可動子 7 は、案

内部材 4 、 5 により案内支持され、磁石列 7 3 a 、 7 3 b 及びコイル部 6 0

のコイル板が発生する磁場間の相互作用により、固定子 6 に対 して移動する

。尚、固定子 6 及び可動子 7 を含む リニアモータを例 に挙げて説明 したが、

これに限るものではない。例えば、可動子 7 を固定 し、固定子 と して機能さ

せ、固定子 6 を移動 自在 に し、可動子 と して機能させてもよい。次に、可動

子が固定子に取 り付けられた リニアモータの他の例 を説明する。

[0040] 図 1 0 は、 リニアモータの他の例 を示す模式的断面図である。 リニアモ一

タは、板状の固定子 8 と、固定子 8 に移動 自在 に取 り付けられた矩形板状の

可動子 9 とを含む。可動子 9 には、長手方向に延び、幅方向に互いに対向す

る矩形板状のヨーク 9 3 、 9 3 が上面に突設 してある。 ヨーク 9 3 、 9 3 の

可動子 9 の幅方向外側の板面夫々には、可動子 9 の長手方向に延びる案内棒

9 1 、 9 2 が設けられている。固定子 8 は、案内棒 9 が延びる方向に沿 つ

て配された複数の凹部 8 0 a と、案内棒 9 2 が延びる方向に沿 って配された

複数の凹部 8 0 b とを上面に備える。

[0041 ] 各凹部 8 0 a 及び各凹部 8 0 b 夫々は、底面の略中央に案内棒 9 1 、 9 2

に向かって貫通する貫通部 5 3 0 、 5 3 0 を有する。固定子 8 の下面には、

各凹部 8 0 a 及び各凹部 8 0 b の貫通部 5 3 0 、 5 3 0 を貫通 し、案内棒 9

1 、 9 2 夫々に向かって略垂直に案内部材 4 、 5 が突設 してある。固定子 8



の下面から突設する案内部材 4 、 5 により、案内棒 9 1、 9 2 が案内支持さ

れる。また、固定子 8 の下面には、可動子 9 の移動方向に延びる有鉄心コィ

ル 8 0 を備える。有鉄心コイル 8 0 は、コイルに通電された場合、ヨーク9

3 、 9 3 の板面に略垂直に交差する磁場を発生する。

[0042] ヨーク9 3 、 9 3 は、有鉄心コイル 8 0 に空隙を有 して対面 し、長手方向

に配列された複数の永久磁石からなる磁石列 9 3 a 、 9 3 b を対向する面に

備える。可動子 9 は、案内部材 4 、 5 により案内支持され、磁石列 9 3 a 、

9 3 b 及び有鉄心コイル 8 0 が発生する磁場間の相互作用により、固定子 8

に対 して移動する。尚、可動子 9 および固定子 8 を含むリニアモータを例に

挙げて説明 したが、これに限るものではない。例えば、可動子 9 を固定 して

固定子として機能させ、固定子 8 を移動自在にして可動子として機能させて

もよい。

[0043] 本実施の形態では、個別に回転可能な 2 つの支持輪 4 1、 4 2 及び 2 つの

支持輪 5 1、 5 2 夫々が、案内棒を支持するため、接触摩擦を低減すること

が可能となる。また、 2 つの支持輪 4 1、 4 2 と、 2 つの支持輪 5 1、 5 2

夫々が、一つの軸部 4 0 及び一つの軸部 5 0 に離隔揷嵌することにより、案

内機構を小さくすることが可能となる。

符号の説明
[0044] 1、 6 、 8 固定子

1 0 スぺ一サ

1 0 a 、 6 0 a 、 6 0 b 、 8 0 a 、 8 0 b 凹部

1 0 b 、 1 0 c 開口部

固定子ュニッ卜

1 1 a 、 1 1 b コイル

2 3 ネジ

2 、 7 、 9 可動子

2 0 磁石板

2 0 a 永久磁石



2 0 b ネジ孔

、 2 2 、 7 1 、 7 2 、

3 ナ ツ 卜

3 a 平座金

、 5 案 内部材

4 0 、 5 0 軸部

4 、 4 2 、 5 1 、 5 2 支持輪

4 a 、 4 2 a 、 5 1 、 5 a 支持面

4 b 、 4 2 b 、 5 1 b 、 5 b 鋼球

5 3 偏心軸部

6 0 コィル部

8 0 有鉄心 コイル

Θ a 、 Θ b 接触角度

0 円柱

0 a 硬化層

切削面

貫通孔

3 側面開口部

5 3 0 貫通部

7 3 、 9 3 ョ― ク

7 3 a 、 7 3 b 、 9 3 、



請求の範囲

[ 請求項 1 ] 固定部 に対 して矩形板状の可動部 を長手方向に案内する案内機構 に

おいて、

前記可動部の長手方向に対 して略平行 に延びるよう前記可動部の長

手方向の側面 に設 けてあ り、前記長手方向 と略垂直な断面が前記側面

側か ら前記可動部の幅方向へ狭 まる 2 つの案内棒 と、

前記固定部 に設 け られ、前記案内棒夫々を支持する 2 つの支持部群

と

を備 え、

該支持部群の支持部夫々は、

前記可動部の板面 に対 して略垂直をなすよう前記案内棒側へ前記固

定部 に設 けてある軸部 と、

個別 に回転可能 に前記軸部八離隔揷嵌 してあ り、前記案内棒 を支持

する 2 つの支持輪 と

を備 えることを特徴 とする案内機構。

[ 請求項 2 ] —方の支持部群の支持部夫々は、

該支持部の軸部の一端 に設 け られた偏心軸部 と、

該偏心軸部の先端側 に設 け られたネジ部 と

を備 え、

前記固定部 は、前記偏心軸部が貫通 して前記ネジ部が突出する貫通

部 を備 え、

該支持部 は、前記貫通部か ら突出する前記ネジ部 にナ ツ 卜が螺合 し

て固定 してある

ことを特徴 とする請求項 1 に記載の案内機構。

[ 請求項3] 前記 2 つの支持輪 は、対向する側面 に前記案内棒の側面 を支持する

支持面 を備 えることを特徴 とする請求項 1 又 は請求項 2 に記載の案内

機構。

[ 請求項4] 前記案内棒 は、 円柱であることを特徴 とする請求項 1 か ら請求項 3



までのいずれか一つに記載の案内機構。

[ 請求項 5] 固定子に対 して矩形板状の可動子が長手方向に移動する リニアモー

夕において、

前記可動子の長手方向に対 して略平行 に延びるよう前記可動子の長

手方向の側面 に設 けてあ り、前記長手方向 と略垂直な断面が前記側面

側か ら前記可動子の幅方向へ狭 まる 2 つの案内棒 と、

前記固定子に設 け られ、前記案内棒夫々を支持する 2 つの支持部群

と

を備 え、

該支持部群の支持部夫々は、

前記可動子の板面 に対 して略垂直をなすよう前記案内棒側へ前記固

定子に設 けてある軸部 と、

個別 に回転可能 に前記軸部八離隔揷嵌 してあ り、前記案内棒 を支持

する 2 つの支持輪 と

を備 えることを特徴 とする リニアモータ。
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